
〔1〕 2022 年度決算報告 

Ⅰ．貸借対照表 

 

生活協同組合連合会コープ九州事業連合 (単位：円)

(資産の部) (負債の部)

 流動資産 21,922,149,554 流動負債 18,907,300,125

現金預金 1,073,154,111 買掛金 15,305,212,864

供給未収金 19,433,458,546 短期借入金 1,300,000,000

商品 174,041,900 短期リース債務 174,975,925

製品 551,450 未払金 229,539,827

原材料 4,652,088 未払法人税等 2,667,000

仕掛品 542,020 未払消費税等 15,529,100

貯蔵品 14,554,893 未払費用 1,714,320,871

未収金 1,278,529,929 前受金 304,500

未収消費税等 47,574,500 預り金 81,990,156

その他 99,550,117 賞与引当金 82,759,882

貸倒引当金 △ 204,460,000

 固定資産 2,035,860,308

有形固定資産 656,184,588

建物 184,072,139 固定負債 444,455,769

減価償却累計額 △ 32,924,266 151,147,873 長期リース債務 358,585,198

構築物 8,040,889 退職給付引当金 10,920,000

減価償却累計額 △ 2,375,363 5,665,526 役員退職慰労引当金 35,178,684

機械装置 119,701,071 預り保証金 3,709,157

減価償却累計額 △ 60,279,035 59,422,036 長期未払金 36,062,730

車両運搬具 2,930,000

減価償却累計額 △ 2,929,998 2

器具備品 290,444,711 負債合計 19,351,755,894

減価償却累計額 △ 210,997,161 79,447,550

リース資産 754,050,511

減価償却累計額 △ 393,548,910 360,501,601 (純資産の部)

無形固定資産 1,225,826,918

ソフトウェア 660,021,846 会員資本 4,606,253,968

ソフトウェア仮勘定 414,185,075 出資金 2,249,000,000

リース資産 151,097,247

電話加入権 522,750 剰余金 2,357,253,968

その他固定資産 153,848,802 　法定準備金 839,000,000

関係団体等出資金 62,300,000 　任意積立金 734,124,277

　関係団体出資金 20,000 災害対策積立金 420,000,000

　子会社等株式 62,280,000 リスク対策積立金 314,124,277

長期前払費用 11,906,558 　当期未処分剰余金 784,129,691

差入保証金 20,042,315 　(うち当期剰余金) ( 232,743,448 )

繰延税金資産 49,147,829

前払年金費用 10,452,100 純資産合計 4,606,253,968

23,958,009,862 負債・純資産合計 23,958,009,862資産合計

貸 借 対 照 表

(2023年3月31日現在)

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額



Ⅱ．損益計算書 

 

生活協同組合連合会コープ九州事業連合 (単位：円)

供給事業等
（会員との取引価額総額） 117,653,963,873
供給高 109,000,007,579
供給原価

期首商品及び製品棚卸高 389,458,711
仕入高 103,316,603,715
当期製品製造原価 386,087,461
　合計 104,092,149,887
期末商品及び製品棚卸高 174,593,350 103,917,556,537

供給剰余金 5,082,451,042

分担金収入
基本分担金 51,000,000
関係者分担金 731,590,000

分担金収入計 782,590,000

その他事業収入
物流手数料 6,932,493,158
システム使用料 804,477,114
有価物売却収入 237,866,040
他受取手数料 154,070,991

その他事業収入計 8,128,907,303
事業総剰余金 13,993,948,345

事業経費
人件費 1,500,579,112
物件費 11,925,272,945 13,425,852,057

事業剰余金 568,096,288

事業外収益
受取利息 1,735
受取配当金 150
施設等使用料 38,712,870
貸倒引当金戻入益 10,560,000
雑収入 48,065,738 97,340,493

事業外費用
支払利息 12,420,747
雑損失 968,641 13,389,388

経常剰余金 652,047,393

特別利益
本部移転引当金戻入益 4,126,844 4,126,844

特別損失
大雪関連商品廃棄費用 343,168,322
台風14号関連商品廃棄費用 47,710,696
固定資産除却損 2,878,673 393,757,691

税引前当期剰余金 262,416,546

法人税等 2,667,295

法人税等調整額 27,005,803 29,673,098
当期剰余金 232,743,448

当期首繰越剰余金 208,217,921
リスク対策積立金取崩額 343,168,322

当期未処分剰余金 784,129,691

(注)会員との取引価額総額は、消費生活協同組合法施行規則上、損益計算書の記載事項と
　　されていませんが、決算関係書類の利用者にとって有用な情報であると考え、自主的
　　に記載しています。

損 益 計 算 書
(自2022年4月1日　至2023年3月31日)

科　　　目 金　　　額



〔2〕 2022 年度剰余金処分 

 

 

 

 

(単位：円)

Ⅰ　当期未処分剰余金 784,129,691

Ⅱ　剰余金処分額

1 法定準備金 (*1) 30,000,000

2 利用分量割戻金 (*2) 150,000,000

3 出資配当金 (*3) 67,470,000

4 任意積立金

災害対策積立金 (*4) 70,000,000

リスク対策積立金 (*5) 300,000,000 617,470,000

Ⅲ　次期繰越剰余金 (*6) 166,659,691

2023年6月21日
代表理事　理事長　江藤　淳一

剰余金処分計算書

金　　      額項　     　目

1

2

3

4
70,000,000円を積み立てます。

5

激変などのリスクに備え、また、会員生協への供給促進支援なども想定し、300,000,000円を

積み立てます。

6 次期繰越剰余金には、生協法第51条の4第4項及び定款第67条に規定する教育事業等繰越金
15,000,000円が含まれています。

法定準備金は、消費生活協同組合法第51条の4第1項及び定款第66条に規定する準備金

利用分量割戻金は、150,000,000円を会員生協の2022年度供給事業利用高に対し割戻しを行い

リスク対策積立金は、事業の安定継続のため、大規模自然災害にとどまらない事業環境の

ます。（割戻率約0.1275％）

出資配当金は、会員生協の2022年度期末払込済出資額の3%を配当します。

災害対策積立金は、大規模自然災害発生時の事業継続に備えるための原資積立として、

（源泉所得税及び復興特別所得税20.42%を含みます。）

30,000,000円を積み立てます。


